予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名　ソフトピアジャパンセンター施設管理運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部 情報産業課 ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3114）
　　　　　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　267,379千円（前年度予算額：259,953千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	259,953
	0
	0
	4,384
	0
	0
	0
	0
	255,569

	要求額
	267,379
	0
	0
	4,402
	0
	0
	2,800
	0
	260,177

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
    ソフトピアジャパンセンタービル、アネックス、ドリーム・コアの３県有施設について、指定管理者による施設管理を実施するための指定管理料及び指定管理者評価員会議開催事務費
（2） 事業内容
・指定管理者
　伊藤忠アーバンコミュニティ・グループ

（構成員）

伊藤忠アーバンコミュニティ株式会社

株式会社コングレ

カワボウテキスチャード株式会社

グレートインフォメーションネットワーク株式会社
・指定管理期間

　平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

・指定管理業務

　  ①施設の維持管理業務（警備、清掃、設備点検、受付案内等）

　　②施設の使用許可（技術開発室、インキュベートルーム、会議室、ホール等）

　　③利用料金、共益費等の収受

　　④施設のＰＲやイベントの企画等
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県有施設であるソフトピアジャパンセンタービル、アネックス、ドリーム・コアの３県有施設の管理運営の実施にあたり、民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行っているが、利用料金等の収入だけでは管理・運営に係わる経費が賄われないため、県負担による指定管理料が必要となる。
（４）類似事業の有無
　　有　ソフトピアジャパンセンター（ワークショップ２４）施設管理運営費
　　　ソフトピアジャパンセンター第３別館及び県営住宅ソピアフラッツ（ワークショップ２４）について指定管理者による施設管理を実施するための指定管理料および県有施設の所在する土地の賃借。
３　事業費の積算内訳
 (1)指定管理料
267,223千円

   [債務負担設定額：780,000千円（H24.4.1～H27.3.31）]

   年間の施設運営費用の内訳　　　　　　　　　（千円）

	支出
	収入

	人件費
	64,985
	指定管理料
	267,223

	施設管理費
	411,946
	利用料金
	152,228


	うちIAMAS分
	(9,802)
	その他
	78,305

	その他
	20,825
	うちIAMAS分
	(9,802)

	計
	497,756
	計
	497,756


 (2)評価員会議開催事務費  156千円
	 事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	84
	評価員４名の報償費

	旅費
	    57
	評価員４名の旅費

	使用料
	    15
	会場借上費


(3)目的外使用料収入　4,402千円
(4)指定管理者過年度納入金　2,800千円

	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　長期構想上の位置付け
　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　・ソフトピアジャパンのＩＴ関連企業の集積や優れた情報基盤を活用し、地域産業の高度化を担う産業人材を育成・供給し、地元のＩＴ企業の競争力を強化する。
（２）後年度の財政負担
　　第３期指定管理期間であるＨ２６まで実施
（３）事業主体及びその妥当性
　　平成８年６月のセンタービルのオープンに引き続き、アネックス（平成１０年２月）、ドリーム・コア（平成１２年８月）が相次いでオープンし、現在エリア全体で１５２社が進出、３県有施設だけでも１０４社の企業等が集積する（平成２５年１０月１日現在）中部地方のＩＴ拠点として発展してきている。また、センタービルの年間来館者数は205,707人（平成２４年度実績）を数え、一般利用者にとって文化施設としての活用もなされている。
   民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行い、最小の県費による最大の利用者サービスの推進を行うために必要な事業である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ソフトピアジャパンセンタービル、アネックス、ドリーム・コアの３県有施設について第３期（平成２４年度～平成２７年度）の指定管理者による施設管理を行い、ソフトピアエリアの情報産業の振興を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパン
施設入居率
	62.7%  

（H17）
	72.5%
（H24）
	（H  ）
	79.3% 
（H25）
	75.0% 
（H26）
	105.7％


	ソフトピアジャパン

貸出施設稼働率
	　17.1%
（H17）
	39.5%
（H24）
	（H　）
	 36.8% 
（H25）
	45.0% 
（H26）
	81.8％
  


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

指定管理委託

（１）施設の維持管理業務（警備、清掃、設備点検、受付案内等）

（２）施設の使用許可（技術開発室、インキュベートルーム、会議室、ホール等）

（３）利用料金、共益費等の収受

（４）施設のＰＲやイベントの企画等

評価委員会開催

（１）年に２回指定管理者の業務実績について評価員会議を開催


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　第３期指定管理者制度に入り、これまで蓄積された経験やノウハウを有効に活用した適切な維持管理業務を行うことにより、年々増加している入居率、貸出施設稼働率、およりセンタービル来館者数について今年度も増加が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行い、最小の県費による最大の利用者サービスの推進を行うために必要な事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	指定管理者制度を導入してから、入居率、貸出施設利用率、来館者数は年々増加しており、事業の成果は向上している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	民間のノウハウを導入した指定管理者制度の下で効率的な運営を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
竣工より１７年経過した施設において設備の劣化も顕著となる中で、安全で快適な施設を提供するための維持管理運営の工夫、さらなる入居率向上と施設活性化につながる取り組みの模索が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き情報産業の振興に取り組むため、ソフトピアジャパンセンター施設管理運営に必要となる事業を継続する



